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本論文の要旨 

本論文の目的は、港湾をめぐる中央－地方関係および関係下で成立する政策過程の全容

に迫ることである。中央－地方関係について、先行研究は、集権化と分権化の併存、すなわ

ち国の統制下にありながら地方自治体が自律的に政策を決定する余地もあったという理解

に達した。他方、先行研究では、集権化と分権化が入り混じる中で、どのような場面で集権

あるいは分権が前面に出るのかが明らかにされておらず、中央－地方関係の全容解明には

至っていない。この研究動向に鑑み、本論文は先行研究とは異なる切り口から中央－地方関

係および関係下の政策過程を把握することで、新境地を見出すことを試みる。 

手がかりとして、本論文は全国的な政策の執行機関が出先機関と地方自治体の二者であ

ることに着目する。霞が関や永田町で決定される国の政策は、ほとんどの政策領域において、

国の出先機関と地方自治体を通じて全国へ展開される。当然、出先機関と地方自治体との間

には協調関係も対抗関係も生じるはずで、その複雑な関係性の下で政策は具体化する。両者

の関係性や活動内容は重要な論点となりうるにもかかわらず、この点が本格的に研究され

るには至っていない。 

では、出先機関と地方自治体は、どのように協調と対抗を繰り返しながら、政策を決定・

執行したのか。そして、その在り方は、いかなる経緯で形作られたのか。本論文は、中長期

的な過程追跡から下記四点の事実を明らかにすることで、この問いに回答する。 

第一に、中央省庁と地方自治体の双方が、法制度の形成過程において意向を反映させるべ

く影響力を行使し、形成された法制度をそれぞれに都合の良い形で運用した。そのため、制

度の趣旨や指導概念が実際の行政で貫徹されるには至らなかった。 

その好例として、本論文では港湾法をめぐる制度形成・運用に焦点を当てる。港湾法の制

度趣旨は地方自治体に港湾管理権を認める点にあった一方、同法には国家的に重要な大港

に限って国の関与を認める条文が挿入されていた。他方、能率と民主性という指導概念を反

映した港務局制度は、地方自治体の反発で規制が緩和されて空文化した。このように、国・

地方自治体双方の意向を反映した形で、港湾法が成立した。両者は、それぞれの意向に合わ

せて同法に依拠する形で、港湾政策過程に影響を及ぼした。 

第二に、制度形成・運用の結果、従属的と目される傾向にあった出先機関は、能動的に活

動し、本省・地方自治体とは別個の存在として、政策過程に影響を与えていた。その活動傾

向は、人事慣行や研修を通じて、本省への接近を基調とする中央主導型の行動様式と、地方

自治体への接近を基調とする地方後方支援型の行動様式に分岐するよう仕向けられていた。

中央主導型を採る場合には本省の政策指針に、地方後方支援型を採る場合には地方自治体

の施政方針に、それぞれ制約された。それでも、出先機関は本省・地方自治体への従属を常

態とせず、現場に根ざした専門性を拠所としながら、本省・地方自治体から自律した形で政

策指針や事業構想を打ち出すことで、限度こそあったものの自律的に活動した。 

第三に、地方自治体は出先機関の動向に対して戦略的に対応した。国の統制下にあって、

地方自治体が施政方針を実現するためには、現場でともに政策を担う立場にある出先機関
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との関係構築が喫緊の課題となるからである。行政資源が相対的に豊かな大都市の場合、地

方自治体は個別事業の専門性と県政・市政を俯瞰する総合性とを兼ね備えた体制を用意す

ることが可能である。そのため、大都市自治体は、出先機関が中央主導型の行動様式を通じ

て国の政策指針を現場へと持ち込む場合にはそれを抑制し、地方後方支援型の行動様式を

通じて地方の施政方針を後押しする場合にはそれを推進力として利用しうる。他方、行政資

源が相対的に豊かではない中小都市の場合、地方自治体が専門性と総合性を兼ね備えた体

制を用意することは容易ではない。個別事業に特化した行政能力を有する出先機関は、中小

都市にとって頼もしい存在である。よって、中小都市自治体は、出先機関が中央主導型の行

動様式を展開する場合には当該事業を彼らに任せて後景に退き、出先機関が地方後方支援

型の行動様式を展開する場合には地方自治体が前面に出るとともに、その地域にあった事

業の進め方を出先機関とともに模索しうる。 

第四に、これらの動向の帰結として、非画一的に全国で政策が決定・執行された。同じ大

都市の港湾でも、横浜港の整備が国の政策指針に強く影響される形で進められた一方、名古

屋港の整備は地方自治体の独自路線で進められた。また、同じ中小都市の港湾でも、鹿島港

整備が国家的な大規模開発事業として進められた一方、三河港整備は地方自治体によって

大規模開発から方針を転換する形で進められた。それぞれの港湾整備過程の傾向は、他港に

も見出しうるものであり、例示した各港に限定的なものではない。 

 一連の事実をふまえれば、現場の中央－地方関係および関係下での出先機関と地方自治

体の行政活動が全国的な政策の在り方を形作っていたと考えられる。この知見は、伝統的な

政治学・行政学が提示した権力行使のモデルとは異なっている。具体的には、本論文は、中

央の技術官僚の差配や地方利益の突き上げとは異なる国土・地域開発政策の規定要因とし

て、先行研究に焦点を当てられるに至らなかった出先機関を見出した。開発政策過程では、

現場由来の専門性をもとに、中央と地方の間で活動する出先機関が中央－地方関係と政策

過程にとって欠かせない役割を果たしていた。このことを主張し、先行研究とは異なる新た

な視座を提示する点に、本論文の意義がある。 

 本論文の構成は、以下の通りである。第一章では、先行研究をふまえて問題を提起した上

で、制度の形成・運用および計画策定という視角から中央－地方関係と政策過程を分析する

本論文の趣旨を提示する。第二章では、能率と民主性概念の並立が日本の法制度に取り入れ

られたものの、国と地方自治体が双方の意向反映を目指す中で法制度が形成されたため、能

率と民主性は所期通りに並立せず、取捨選択の末に形式的なものにとどまった様子を記述

する。第三章では、中央省庁本省・出先機関・地方自治体が各組織の意向に合わせて制度を

運用した様子を記述する。具体的には、制度形成過程に見られた各組織の法解釈をふまえ、

各組織が港湾をめぐる政策指針や施政方針をどのように形作っていたのかを組織内部の動

向に焦点を当てる形で確認する。第四章～第七章では、制度形成・運用の結果として出先機

関と地方自治体が協調と対抗の末に政策を形作る様子について、横浜港・名古屋港・鹿島港・

三河港の計画策定を中心に、港湾整備事業過程を追跡する形で実証する。 
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1. はじめに 

1-1. 問題の所在 

 本論文の主題に関して、港湾政策・中央－地方関係・出先機関の三点から先行研究を概観

する。この作業によって、先行研究の到達点と課題を確認し、本論文が取り組む問題の所在

を指摘する。 

 

(1-1-a.) 港湾政策研究 

私たちが自明視する日常生活は、築き上げられた物流・交通網によって自明となっている。

資源が乏しく食糧自給率も低い日本は、原材料・食材を外国から輸入し、それらが物流・交

通網を通じて各地へ届けられることで、居住者の生活を成り立たせている。物流・交通網や

それを支えるシステムが機能不全に陥れば、私たちの日常生活は著しく制限される。 

 なかでも重要な役割を果たしている存在が、各地の港湾である。日本は、規模の様々な港

湾を数多く全国的に整備している点で、他の先進諸国と一線を画している（川崎・寺田・手

塚 2015：15）。ほとんどの貨物の輸出入・移出入は、全国の港を行き来する海運での輸送を

経て、陸運によって港から各地へ輸送される。海運と陸運の結節点である港湾において円滑

に貨物積載・荷下ろしが行われなければ、貨物は各地へと行き渡らない。その意味で、港湾

は私たちの生殺与奪を握る社会資本と言っても過言ではないであろう。 

 全国的に張り巡らされた港湾の多くは、戦後復興期から高度成長期にかけて急速に整備

された。朝鮮戦争を契機とした復興景気の中で、工業製品の輸出に活路を見出した日本は、

重化学工業を中心とする産業の発展によって経済成長を果たした。全国各地で臨海工業地

帯の整備が模索され、活発化する貿易は商港拡充の機運を高め、伸長した港湾整備事業は高

度成長期日本を特徴づけるものの一つであった。 

大都市では、京浜・阪神・中京の各地で、工業港を起点に事業が進展した1。中小都市で

は、新産業都市・工業整備特別地域に指定された地域を中心に、全国的に開発事業が進展し

た。 

しかし、事業展開は一様ではなかった。この点は、1960 年代のコンテナ化に対応した埠

頭整備で顕在化した。京浜港・阪神港では、運輸省本省との関わりの深い外貿埠頭公団が設

置され、公団がコンテナ埠頭整備を担った。その頃、名古屋港では、地方自治体と海運業界

の関わりによって設立された名古屋コンテナ埠頭会社がコンテナ埠頭整備を担った。すな

わち、港勢を進展させることに成功した同規模の都市港湾にもかかわらず、事業の進め方に

は違いがあった。 

 事業展開の相違は、中小都市にも見られる。同じ工業整備特別地域に指定された地域でも、

鹿島では国の官僚が積極的に関与し、一貫して大規模工業開発を追求しているにもかかわ

                                                   
1 本論文では、戦前・戦後を通じて制度的に大都市として位置付けられていた東京・大阪・京都・横浜・
名古屋・神戸について、大都市として取り扱う（北村 2013：第 1 章）。それ以外の都市は、全て中小都市
として取り扱う。 
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らず、東三河では国の官僚の積極的な関与を見出すことができず、大規模工業開発とは異な

る開発の在り方を模索している。 

 港湾政策過程を先駆的に取り上げた行政研究として、林（2020）がある。林は、港湾行政

を規定する港湾法が港湾管理権を地方自治体に認めていることを前提として、同法規定下

で分権的に港湾政策が決定されていたと主張し、阪神港・尼崎西宮芦屋港・名古屋港の分析

を通じて、地方自治体が相互に競争し合いながら戦略的に港湾を整備した様子を指摘して

いる。また、外貿埠頭公団が廃止に追い込まれた政治過程をふまえ、運輸省が港湾管理を統

制しきれなかったことを指摘している。 

 ところが、林の研究は、以下の三点で課題を残しているため、港湾政策の全容を明らかに

するには至っていない。 

第一に、港湾法の制度趣旨が貫徹していることを前提に、政策過程を分析している点であ

る。港湾法は、地方自治体に港湾管理権を認めている一方で、国が港湾管理に関与する余地

も認めている。また、港務局に関する規定のように、港湾法は空文化した側面もあった。こ

れらの点をふまえれば、林が想定するように港湾法の制度趣旨が全国一律で体現されたと

は考えにくく、むしろ港湾法の制度趣旨と運用実態に乖離が生じており、そうであるがゆえ

に事業展開の在り方が一様ではなかったと考えられる。 

第二に、運輸省港湾建設局の動向を分析していない点である。林の研究は、港湾整備事業

の多元化に関心を寄せ、多くの利害関係者を視野におさめている一方で、地方自治体ととも

に港湾整備に関与する立場にあった運輸省港湾建設局を論じるには至っていない。そのた

め、国が港湾法をどのように運用し、港湾管理に関わっていたのかを十分に捉えられない。 

第三に、分析している地域の偏りである。林が分析している事例は、名古屋港を除いて、

関西圏に集中している。港湾法が全国的に分権的な政策決定を規定しているという林の主

張を実証するには、関西圏のみならず、首都圏など他地域の政策過程も検証する必要がある。 

 

 (1-1-b.) 中央－地方関係研究 

より広い視点で見れば、戦後復興・高度成長期の港湾整備事業は、中央省庁を中心とする

国土開発政策および地方自治体を中心とする地域開発政策の文脈で推進された。開発政策

では、国と地方自治体の双方が活発に取り組んだため、両者の関係性も先鋭化した。そのた

め、中央－地方関係論は、開発政策を手がかりとして発展してきた。 

河中二講・佐藤竺・西尾勝といった同時代的な研究者は、開発をめぐる集権的な権力構造

での政策決定を問題視し、開発政策の在り方を批判的に考察してきた。中央省庁各省が拠点

開発方式と称される特定の地域に行政資源を重点化させる方針のもとで、各省の所管事業

において補助金などの行政資源の配分を通じて地方自治体を統制し、統制下の地方自治体

は選別的な指定をめぐる競争を強いられていた。河中らは、このような様相をふまえ、開発

をめぐる権力構造に問題があることを指摘してきた（河中 1967；佐藤 1965；西尾 1977）。 

村松岐夫は、開発をめぐる権力構造に問題を見出した研究群について垂直的行政統制モ
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デルとまとめた上で、水平的政治競争モデルを提示した（村松 1988）。村松によれば、地方

自治体が自治体間の競争の中で、地方政治家を介して国に対して利益表出を行うことで、分

権的な政策決定の余地があった。そして、その過程で、国が地方自治体に政策執行を依存す

る一方、地方自治体は国に行政資源を依存する相互依存の関係性が構築された。 

一連の研究の成果として、戦後日本の中央－地方関係は、集権的な国の統制下にありなが

らも地方自治体に分権的な政策決定の余地があったという理解に達した。 

しかし、先行研究は、この理解が共有されるまで、日本が集権か・分権かという観点から

議論を進めてきた。そのため、集権・分権を規定する要因について明らかにするには至らな

かった（曽我 2008）。結果的に、中央－地方関係論は、村松以来、大きな理論的発展のない

まま推移しているのが現状である（北村 2007）。 

このような研究状況を見るに、先行研究を問い直し、さらなる分析の余地を探ることが求

められる。果たして、集権的な統制下にあって、開発政策は霞が関の中央省庁官僚によって

決定付けられていたのか。あるいは、開発政策は永田町界隈での公選政治家を介した地方利

益の突き上げによって決定付けられていたのか。 

中央－地方関係論が根本的に抱いていた関心に立ち返れば、中央－地方関係に先鋭化す

る問題は、戦前より争点となっていた全国的な政策の決定・実施主体の適切な役割分担であ

った。国の全国的な政策は、執行機関としての出先機関と地方自治体によって担われており、

出先機関と地方自治体の役割分担が地方行政をめぐる課題として、たびたび浮上していた

（西尾 2001：第 5-6 章）。特に、福祉国家化の進行とともに戦前より発達を続けた国の出先

機関は、1947 年の日本国憲法と並行した地方自治法の施行にもかかわらず拡充を続け、長

らく行政改革や地方制度改革の場で議論の俎上にあげられてきた（天川 1986；阿利 1976；

市川 2012；大杉 1991；木寺 2012）。そして、開発政策の過程では、中央省庁の割拠主義が

出先機関を通じて地方へ持ち込まれ、地方自治体を巻き込んだ対立を生じさせるなど、政策

の執行に支障をきたす問題も顕在化させていた（佐藤 1961）。 

その根底には、出先機関と地方自治体の相違がある。曽我謙悟によれば、出先機関は①政

治的代表制を持たない行政機関であること、②中央省庁の行政官が主体であること、③領域

の区分はコミュニティの特徴などではなく、行政管理上の要請によるということの三点で

地方自治体と異なっている（曽我 1998：60）。 

特に、代表制の有無という違いは、出先機関と地方自治体の役割分担を考える上で決定的

に重要である。代表制を有する組織は、定期的な選挙が制度的に予定されているため、恒常

的に地域住民からの視線を浴び、その活動の質量を評価されうる（Green2011）。代表制を

有する組織は、代表制を有さない組織に比して、民主的統制を受容しやすい傾向にあり、地

方各地で民主主義を作動させる中心的な役割を果たす（西尾 2001：68）。 

もっとも、代表制を通じて政策決定に流入する民意が必ずしも正しいとは限らない。民意

の在り方は多様であり、中には地域住民にとっての民主主義的価値を中長期的に毀損する

ものもある（金井 2017）。また、地域住民が政策過程に対して立ち入った関心を寄せず、行
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政府に対する有効な監視をなしえない可能性もある（Shinohara2018）。 

地方での行政は、出先機関にも地方自治体にも安易に全権委任しがたい難しさがある。民

主主義政治では、完全な集権も完全な分権も観念しえないように（辻 1969：120）、出先機

関による完全な政策実施も地方自治体による完全な政策実施も観念しえない。その意味で、

出先機関と地方自治体の役割分担は、中央－地方関係論にとって根源的な問題である。 

中央－地方関係論は、国の全国的政策の役割分担について、明らかにするには至っていな

い。特に、出先機関の活動と地方自治体との関係性を本格的に分析するには至っていない。

したがって、出先機関に焦点を当てることで、新たな切り口から中央－地方関係を分析する

ことが可能となり、理論的発展の手がかりを得られる可能性がある。 

 

 (1-1-c.) 出先機関研究 

 国家が自国の隅々まで政策を行き届かせることは容易ではない。首都に所在する政府中

枢が全国各地で政策を直接執行することは困難であるため、国家は施政方針を全国的に展

開すべく現場での政策執行を担う組織体を必要とする（蝋山 1930：293-294）。 

しかし、日本の出先機関研究は低調であった（阿利 1982）。日本のように、国と地方自治

体の活動の範囲が明確に分かれていない融合状態の国家では、地方自治体が一定程度の活

動を担うため、出先機関が活用されにくい傾向にあると考えられてきたためである（笠

2010）。 

中央－地方関係において、出先機関は従属的な役割にとどまると認識され続けた。そして、

従属的な組織という捉え方を前提に、出先機関が中央省庁本省と地方自治体のどちらに従

属するかが問われてきた2。 

他方、政策過程や官民関係の文脈で、出先機関の役割に能動性を見出す研究も存在した。

たとえば、伊藤大一や森田朗は、執行機関としての出先機関の活動を活写し、現場レベルの

行政における裁量行使の態様を明らかにした（伊藤 1980；森田 1988）。 

とはいえ、これらの研究も、出先機関の役割を政策執行に限定して論じる傾向にある。す

なわち、出先機関の位置づけは単なる執行機関にとどまっており、政策決定に影響を及ぼす

組織体として見出されていない。 

この点に関して、海外の研究蓄積は日本よりも豊かである3。アメリカでは、出先機関が

中央の視点と地方の視点を行き来しながら活動していたことを論じた研究や、出先機関が

法による裏づけや政治状況に左右されながらも中央に対抗していたことを指摘する研究が

提示された（Fesler 1946；Derthick 1974）。イギリスでは、出先機関は自律的に地方行政

                                                   
2 たとえば、リードは、日本の出先機関の官僚が地方の政策形成に積極的に参加せず、むしろ基準に従っ
ているかどうかを確認する存在に近いと指摘した（リード 1990：61）。また、西尾勝は、出先機関に一定
の裁量の余地を認めつつも、その裁量を小さなものと位置付け、出先機関の活動やその増加を集権的なも
のと捉えている（西尾 1990：第 12 章；2001：第 6 章）。あるいは、村松岐夫は、中央当局へ従属する類
型に近い状態を出先機関型と表現している（村松 1988：4-5）。他方、秋月謙吾は、出先機関が本省から
の自律性を有する一方で、地方自治体に従属してその意向を体現することを指摘した（秋月 2000）。 
3 出先機関研究の動向について、詳細は別稿を準備している。 
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にあたる政府群の一角と位置付けられ、出先機関の活動に本省への接近・地方自治体への接

近の二面性が見出せることも指摘されている（Gray 1994；Young 1982）。 

一連の成果をふまえれば、地方自治体との間で行政活動を分担する場面において、出先機

関には裁量を行使する余地があったと考えられる。その場合、出先機関が中央省庁本省・地

方自治体のいずれかに従属することを常態とせず、本省および地方自治体に対して協調と

対抗を織り交ぜながら関わることで、中央－地方関係における存立基盤を確保し、国の全国

的な政策の展開に影響力を行使する可能性もあると考えられる。 

日本の行政研究は、従属的な組織観から出先機関を捉えていたため、中央－地方関係にお

ける出先機関の能動的な活動や、当該活動が中央－地方関係の作動や政策の展開に影響を

与える可能性について、十分に検討するに至らなかった。そのため、出先機関の活動や地方

自治体との関係性の実態を分析するに至らなかった。 

 中央－地方関係論が停滞した一因は、この点にある。 

出先機関を非能動的な組織と捉える限りでは、中央－地方関係において出先機関とその

活動を考慮に入れる必要性は乏しく、中央－地方関係論は中央省庁本省と地方自治体の交

渉を把握すれば事足りてしまう。中央－地方関係論の視線は、政策を執行する現場よりも、

本省と地方自治体の交渉の場としての霞が関・永田町へと向かうことになる。村松岐夫を筆

頭に分析が進められた政治的回路による中央－地方関係の作動は、その好例であろう（村松

1988）。また、中央の開発官僚が地方の利益表出を差配し開発政策を決定した側面を見出す

研究も、その好例であろう（御厨 1995）。 

他方、政策の性質によって、政治的交渉になじむ政策と行政的検討になじむ政策とに区別

しうることに鑑みれば、霞が関や永田町の動向が決定的な影響力を有する政策がある一方

で、全国各地の現場からのボトムアップの影響力行使の余地がある政策も存在しうる4。そ

こには、出先機関を視野に入れなければ把握しえないことがらもあるはずである。この点か

らすれば、中央－地方関係論は、出先機関の活動実態や地方自治体との関係性を看過した結

果として、霞が関と永田町をめぐる議論に集中し、全国で繰り広げられた中央－地方関係の

作動を捉えるには至らなかった可能性があると考えられる。 

また、従属的な組織観から出先機関を捉えることは、政策過程論の発展も阻害していた。

既述の通り、政策過程論において出先機関は単なる執行機関として位置付けられているも

のの、執行に際して裁量を行使していたことが明らかにされている。この点に鑑みれば、出

先機関は政策の最前線に所在する立場を活かして、裁量を行使し、政策の執行のみならず決

定にも影響を与えた可能性は否定しえない。出先機関の分析を政策執行段階に限定するこ

とは、政策過程全体に出先機関が与える影響を過小評価することにつながり、政策の全容理

解を妨げている。 

                                                   
4 政治的回路によって中央－地方関係が作動するという村松岐夫の議論に関して、山口二郎はその根底を
なす彼の官僚制観である政党優位論・戦前戦後断絶論・多元主義論といった言説を鋭く批判している（山
口 1987）。なお、引用箇所は山口（1987：37）。 
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 港湾整備事業を所管した運輸省港湾局では、政策決定過程において現場の出先機関の役

割が特に重視されたようである。具体的には、同局では、現場を無視した行政は行うことが

できず、常に現場との議論などを通じて本省における政策が醸成されていくのが実情であ

ったという（城山・細野 2002：80）。すなわち、港湾整備事業では、出先機関の運輸省港湾

建設局が単なる政策実施のみならず、政策立案や政策決定に携わっていた蓋然性が高いと

考えられる。 

 

本論文が取り組む問題 

本節では、港湾政策・中央－地方関係・出先機関という観点から先行研究を概観し、問題

を見出した。港湾政策においては、この分野の代表的研究に、①港湾法の制度趣旨が貫徹し

ていることを前提に政策過程を分析している点、②関連して、運輸省の出先機関である港湾

建設局の動向を分析していない点、③分析している地域が関西に偏っている点、といった三

点の課題があることを確認した。そのうち、出先機関分析の不在は、港湾行政のみならず中

央－地方関係論や政策過程論にとっても課題であることを確認した。そして、その原因とし

て、先行研究が出先機関を従属的な組織と捉えていたために、出先機関の実態に迫りえなか

ったことを確認した。 

港湾をめぐる中央－地方関係と政策過程について解明するためには、港湾をめぐる法制

度の趣旨と運用実態の双方を視野に入れた上で、出先機関が国や地方自治体の影響下にあ

りながらも活動する様子を追跡し、活動実態・能動性・地方自治体との関係性といった点を

検討することが求められる。 

 

1-2. 分析の視角 

 前節で確認した問題に鑑み、本論文では、港湾をめぐる法制度の趣旨・形成過程・運用実

態に着目して、中央－地方関係と政策過程を分析する。 

 

(1-2-a.) 制度の形成と運用 

 法律による行政の原理の存在が示すように、行政は法制度に依拠する形で成り立ってい

る。行政官僚制の権力の源泉ないし支配の正当性は、伝統的な慣習でも属人的なカリスマ性

でもなく、法制度にある。その意味で、行政組織の活動は、法制度の趣旨や立法精神に影響

される。 

 戦後日本の根幹をなす法制度の多くは、当時日本を占領していた連合国軍最高司令官総

司令部（General Headquarters, the Supreme Commander for the Allied Powers、以下 

GHQ）の影響下で制定されたため、アメリカ行政学に由来する概念が導入されている。そ

の概念の好例が、能率と民主性であった（西尾 1990：251）。たとえば、地方自治法 1 条で

は、「この法律は、地方自治の本旨に基いて、地方公共団体の区分並びに地方公共団体の組

織及び運営に関する事項の大綱を定め、併せて国と地方公共団体との間の基本的関係を確
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立することにより、地方公共団体における民主的にして能率的な行政の確保を図るととも

に、地方公共団体の健全な発達を保障することを目的とする」と標榜されている。 

 この事実に鑑みれば、戦後日本の法制度を理解するためには、形成過程において、いかに

アメリカ行政学的概念が継受されたのか・されなかったのかを確認する必要がある。よって、

本論の起点となる 2 章で、アメリカ行政学の中で能率と民主性概念が形成される過程およ

び能率と民主性概念をふまえて日本の法制度が形成される過程について概観し、港湾をめ

ぐる中央－地方関係と政策過程の背景をなす法制度の成り立ちを前史的に把握する。なお、

具体的に対象とする法制度は、運輸省の活動を規定する運輸省設置法、地方自治体の活動を

規定する地方自治法、中央・地方を問わず港湾行政を規定する港湾法の三法である。 

 ただし、港湾をめぐる法制度の趣旨が港湾行政の実態に貫徹されていたとは言い難い。こ

の点に関して、日本の行政学は、制度趣旨と運用実態が乖離する可能性を視野に入れて研究

を進めてきた（西尾 2001：ii）。第一に、地方自治法と同様に、能率と民主性概念が取り入

れられた国家公務員法について、辻清明が貫戦的な官僚制の温存という実態面から批判し

たほか、嶋田博子は特に政治的中立性の点で制度趣旨と実態に乖離があることを指摘した

（辻 1951；嶋田 2020）。第二に、官僚制の在り方をめぐる議論のうち、稟議制論について

は、文書管理規則上の建前と運用上の実態の間には大きな乖離が生じていることが指摘さ

れている（西尾 2001：306）。第三に、山崎幹根は北海道開発法の制度趣旨と実態の乖離に

論及し、開発行政における制度趣旨と運用実態の乖離を説明した（山崎 2006）。 

先行研究の成果をふまえれば、国の官僚や地方自治体職員が法制度をどのように解釈・運

用し、政策に携わるかが重要である。そして、国の官僚や地方自治体職員が、制度趣旨を直

截的に解釈・運用しない可能性を視野に入れることが求められる。この点に関して、伊藤大

一は、法を過大に評価して法規によって幅広い権限行使を正当化する官僚の行動を見出し、

その依法性を批判した（伊藤 1980：第 3 章）。また、村上裕一は、裁量行使の場を法制度に

求める官僚の実像について明らかにした（村上 2016）。 

そこで、本論文では、国や地方自治体がそれぞれの意向に合わせて法制度の運用を試みる

という視角から、港湾をめぐる法制度運用および法制度運用を通じて顕在化する国や地方

自治体の活動を捉える。具体的には、第 3 章で運輸省港湾局・港湾建設局・地方自治体の制

度運用を把握した上で、第 4-7 章で制度運用を背景とする各組織の活動と関係性について

港湾整備事業の実例に即して過程追跡を行う。 

 

 (1-2-b.) 計画策定 

制度趣旨と乖離した実態が許容されるためには、実態を正当化する仕掛けが求められる。

その仕掛けの一つが、決定手続きとしての計画策定である。 

戦後日本の港湾政策では、地方の港湾審議会やそれに準ずる会議にて港湾計画や土地利

用計画を策定し、中央の港湾審議会がそれを承認する形で、指針が決定されてきた5。本省・

                                                   
5 野村紀夫「港湾審議会の設置、運営状況等について」（『港湾』46(6)、1969 年）、「第一回港湾整備審議
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出先機関・地方自治体のいずれかが原案の基本線を策定し、それを三者ですり合わせ、原案

を具体化する。作られた計画案は、出先機関・地方自治体・業界団体によって構成される地

方港湾審議会にかけられた上で、運輸省本省にて開かれる幹事会・中央港湾審議会にかけら

れる。そして、諸会議での議決を経て、港湾計画は決定される。また、埠頭計画や広域港湾

構想のような港湾計画に付随する事業の案は、出先機関・地方自治体が原案を策定・審議し

た上で、それを港湾計画に反映させることとなっている。 

一連の過程を通じて利害関係者の調整が為され、計画策定作業を通じて、対象港における

政策指針および当該指針に依拠した政策の執行は正当化される。その意味で、港湾をめぐる

計画とその策定過程には、港湾政策をめぐる権力関係が反映される傾向にある。 

したがって、計画に着目して政策過程を追跡することで、港湾をめぐる中央－地方関係と

政策過程に迫ることが可能となる。そこで、本論文では、前述の法制度運用に加えて、港湾

計画策定手続きを視角として設定する。 

港湾をめぐる計画策定を捉えるにあたって、基準となる概念を設定したい。当該基準を通

じて測るべきものは、本論文の主題からすれば、出先機関と地方自治体の役割分担の在り方

である。この点については、集権・分権という大概念があるものの、集権・分権は多義的な

上に操作化が容易ではない。よって、本論文は、計画策定過程の中央－地方関係を【①中央

主導、②制約された中央主導、③地方主導、④制約された地方主導】の四通りの型によって

把握する。この作業では、誰が港湾計画の骨格をなす基本的な方針を決定しているのか、と

いう点でその様相を判断する。すなわち、出先機関が基本方針を提示して当該方針が決定し

た場合は「中央主導」、地方自治体が基本方針を提示して当該方針が決定した場合は「地方

主導」、それぞれの決定について看過しがたい制約が効いている場合には「制約された中央

主導」・「制約された地方主導」となる。 

 

(1-2-c.) 本省・出先・自治体 

 上記の視角から中央－地方関係と政策過程を捉えることで、中央省庁本省・出先機関・地

方自治体の活動実態と関係性が浮き彫りになると考えられる。ここでは、港湾整備事業をめ

ぐる主体である運輸省港湾局・港湾建設局・地方自治体について、中央－地方関係を資源に

関する取引と位置付け、各組織の相互的な資源交換によって作動するものと捉えた R.A.W.

ローズの理論枠組み（Rhodes 1981；牧原 1991）を手がかりに整理し、予め提示しておき

たい。 

 同一の事業に携わる行政組織である港湾局・港湾建設局・地方自治体は、業務内容に共通

する部分もある一方で、それぞれ特徴を有している。行政資源の観点から各組織の動向を検

討することで、特徴は明瞭になる。 

第一に、権威（法的資源）である。この資源は、法令や制度的慣習によって行政組織に共

                                                   
会議事録」（1954 年 4 月 14 日、「鮫島茂文書」資料 No.2111-1）、「港湾審議会第二回計画部会議事録」
（1956 年 4 月 10 日、「鮫島茂文書」資料 No.2189-2）。 
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通して与えられた役務提供に関する強制的・裁量的権限と定義される。港湾局・港湾建設局・

地方自治体は、運輸省設置法・地方自治法・港湾法に依拠して、法的資源を拡充しうる。港

湾局・港湾建設局・地方自治体の三者全てに関わる港湾法は、法的資源をめぐる争点となり、

それぞれが意向を反映させる形で制度形成への関与を動機づけられる。そして、それぞれの

港湾管理に関わる余地が盛り込まれた港湾法を運用することで、三者は港湾整備事業の影

響力を行使しえた。 

第二に、資金（財政的資源）である。この資源は、税金や役務料金などの行政組織によっ

て起債される公債と定義される。財政的資源の配分、すなわち予算配分については、財政所

管官庁の大蔵省と事業所管官庁との交渉によって決定される。そのため、港湾整備事業にお

いては、各港の予算を取りまとめる運輸省本省の権限が最も大きい。港湾建設局には自局管

内の補助金の配分を決める権限があり、地方自治体も自主財源を港湾整備事業に投入しう

るものの、事業全体の予算を扱う運輸省本省が最も重要な役割を果たす。 

第三に、政治的正当性（政治的資源）である。この資源は、政策決定に参加し、選挙に由

来する正当性によって代表者に付与される公的支持を動員する権限と定義される。この資

源を有する主体は、公選首長の指揮下にある地方自治体に限られる。 

第四に、情報資源である。この資源は、様々なデータを所有し、その収集・普及の一方あ

るいは両方を管理することと定義される。執行機関としての出先機関と地方自治体は、現場

に根差して活動しているため、逐次的に情報を収集・普及するとともに、それらの情報を蓄

積して運用しうる。政策の妥当性の裏付けとして、出先機関や地方自治体が提示する情報は

重要な意味を有する。事業に即した専門的な情報という点では出先機関に分があり、地域特

有の情報という点では地方自治体に分がある。 

第五に、組織資源である。この資源は、人員・技術・用地・建築物・資材・設備の所有と、

それに基づいて仲介者を経由せずに直接的に行為する能力と定義される。この資源につい

ても、情報資源と同様に、執行機関としての出先機関と地方自治体が有している。 

検討の結果、本省の港湾局は財政的資源の管理に、出先機関の港湾建設局は情報資源と組

織資源の管理に、地方自治体は政治的資源の管理に、それぞれ長じていることを確認しうる。

そして、各組織がそれぞれの長じた資源を交渉材料とし、他組織との関係を展開しながら、

政策・事業への影響力を行使すると考えられる。 

運輸省港湾局は、財政的資源管理としての予算配分を切り札として、港湾建設局や地方自

治体の統制を図るとともに、二つの組織から情報・組織・政治的資源を調達する。具体的に

は、港湾政策全体の予算を確保するために港湾政策の位置づけを打ち出し、中央省庁内での

支持を調達する。そして、同局が描いた指針のもとで政策を展開するために、現場行政を司

る出先機関や地方自治体と交渉する。特に、直属の実働部隊である港湾建設局との関係性は

重要であり、港湾局は様々な仕掛けによって港湾建設局の誘導を試みる6。 

                                                   
6 刑務所システムを研究したボインによれば、本省と現場が円滑に連動するためには、組織目標の明確
化・研修機会の充実・組織内外からの支持調達が必要であるという（Boin2001）。この知見に鑑み、これ
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運輸省港湾建設局は、地域に根差した専門性を涵養・活用する形で、情報・組織資源管理

を行い、それをもとに港湾局や地方自治体と交渉することで、二つの組織から財政的資源・

政治的資源を調達する。具体的には、中央での港湾計画策定に際して現場由来の情報を論拠

に各港への予算配分・順序付けに影響を与えるほか、中央の政策指針や地方自治体の施政方

針をふまえて事業を執行する一方で、専門性に照らしあわせて時として中央や地方の方針

にそぐわない活動も展開する余地がある。 

地方自治体は、政治的資源を拠り所としながら国と対抗・協調し、二つの組織から財政・

情報・組織資源を調達しながら、政策の推進を試みる。具体的には、首長・地方議会によっ

て地域的利益を代表・表出することで、国の動向に歯止めをかけて、あるいは財政・専門的

な観点で国の助力を得て、円滑な事業決定・執行を目指すことが可能である。 

本論文は、上記の資源配置のもとで為される港湾局・港湾建設局・地方自治体の活動と三

者間の相互作用に着目し、中央－地方関係と政策過程を論じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

1-3. 方法と構成 

本論文は、中長期的に過程を追跡する上で、一次資料に依拠して歴史的に分析する。歴史

的分析は、理論的には把握しがたい政治現象や行政現象について、叙述的に接近することで、

より深く理解するための豊穣な手がかりを提供しうる（松浦 2007）。この分析を高い実証精

度で展開するためには、資料批判に気を配る必要がある。本論文では、新聞・機関編纂史・

機関誌・議会会議録といった行政学で参照されることの多い資料に加えて、行政学研究では

顧みられることの少ない未公刊の回顧録・追想録・公文書・私文書といった資料も利用する

ことで、可能な限り史実に迫ることを試みる。 

第二章以降、本論文は以下の内容を歴史的に分析する。第二章では、アメリカ行政学に由

来する能率と民主性の並立が日本の法制度に取り入れられたものの、国と地方自治体が双

方の意向反映を目指す中で法制度が形成されたため、能率と民主性は所期通りに並立せず、

                                                   
らの点に注意して、運輸省港湾局と港湾建設局の関係を分析する。 

【表 1.】本省・出先・自治体の資源（牧原[1991]を参考に筆者作成） 



- 13 - 

 

取捨選択の末に形式的なものにとどまった様子を記述する。第三章では、中央省庁本省・出

先機関・地方自治体が各組織の意向に合わせて制度を運用した様子を記述する。具体的には、

制度形成過程に見られた各組織の法解釈をふまえ、各組織が港湾をめぐる政策指針や施政

方針をどのように形作っていたのかを組織内部の動向に焦点を当てる形で確認する。第四

章～第七章では、制度形成・運用の結果として出先機関と地方自治体が協調と対抗の末に政

策を形作る様子について、横浜港・名古屋港・鹿島港・三河港の計画策定を中心に、個別の

港湾整備事業過程を追跡する形で実証する。 
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